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○姫路市立公園条例施行規則 

平成１８年３月２７日 

規則第３０号 

（目的） 

第１条 この規則は、姫路市立公園条例（平成１８年姫路市条例第５２号。以下「条例」

という。）の施行について必要な事項を定めることを目的とする。 

（保証金及び保証人） 

第２条 条例第１０条第１項の規定により保証金の納付を命ぜられた者は、その日から７

日以内にこれを納付しなければならない。 

２ 条例第１０条第１項に規定する保証人（以下「保証人」という。）は、引き続き１年

以上本市に居住している者でなければならない。 

３ 市長が保証人を適当でないと認めたとき、又は保証人が前項の要件を欠いたときは、

改めて保証人をたてなければならない。 

（公園施設を管理する場合の使用料） 

第３条 条例別表第６号の規則で定める額は、別表第１施設の欄に掲げる施設の区分に従

い、同表金額の欄に定める額とする。 

（使用料の算定方法） 

第４条 使用料の算定方法は、次のとおりとする。 

(1) 使用料の額を算出する基礎となる面積が、１平方メートルに満たないとき、又はそ

の面積に１平方メートル未満の端数があるときは、これを１平方メートルとして計算

する。 

(2) 使用料の額を算出する基礎となる長さが、１メートルに満たないとき、又はその長

さに１メートル未満の端数があるときは、これを１メートルとして計算する。 

(3) 使用料の額を算出する基礎となる期間が年を単位として定められている場合におい

て、その期間が１年に満たないとき、又はその期間に１年未満の端数があるときは、

月割によって計算する。 

(4) 前号の期間が月を単位として定められている場合において、その期間が１月に満た

ないとき、又はその期間に１月未満の端数があるときは、これを１月として計算する。

ただし、その期間が１５日以内であるとき、又はその期間の１月未満の端数が１５日

以内であるときは、日割によって計算する。 

(5) 第２号の期間が日を単位として定められている場合において、その期間が１日に満
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たないとき、又はその期間に１日未満の端数があるときは、これを１日として計算す

る。 

(6) 使用料の額を日を単位として計算する場合において、その日の使用時間が４時間以

内であるときは、半額として計算する。ただし、条例第３３条に規定する公園施設並

びに条例別表第３号、第４号及び第７号に規定する施設についてはこの限りでない。 

（備品使用料） 

第５条 条例第１６条第３項の規定により市長が規則で定める備品の使用料の額は、別表

第２のとおりとする。 

（緑の相談所の開所時間及び休所日） 

第６条 緑の相談所の開所時間及び休所日は、次のとおりとする。 

(1) 開所時間 午前９時から午後５時まで 

(2) 休所日 １２月２９日から翌年１月３日まで及び火曜日。ただし、火曜日が国民の

祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日に当たるときは、そ

の翌日（火曜日を含んで連続した休日がある場合においては、連続した休日の最後の

日の翌日）とする。 

２ 市長が必要と認めるときは、前項の開所時間及び休所日を変更することができる。 

（申請書の提出期間） 

第７条 都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第５条第１項及び第６条第２項に規定す

る申請書並びに条例第４条第１項、第３６条第２項及び第３８条第２項に規定する申請

書（以下本条において「申請書」という。）は、使用しようとする日（以下「使用期日」

という。）の６０日前から使用期日の１０日前までに提出しなければならない。 

２ 条例第２０条の規定により多目的ホール及び研修室の使用について市長の許可を受け

ようとする者は、あらかじめ多目的ホール等使用許可申請書を使用期日の属する月の６

箇月前の月の初日から使用期日の３日前までに提出しなければならない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長がやむを得ない理由があると認めたときは、この限

りでない。 

（使用料の納付方法の特例） 

第８条 条例第１６条第２項ただし書及び第４３条第２項ただし書の規定により規則で定

める場合は、次のとおりとする。 

(1) 使用期間が６箇月を超える場合 

(2) 精算を必要とする場合 
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(3) 国又は地方公共団体が使用する場合 

(4) 前３号に定めるもののほか、市長が特別の理由があると認める場合 

（使用料の還付） 

第９条 条例第１７条ただし書の規定により使用料を還付することができる場合及びその

額は、次の各号に定めるところによる。 

(1) 条例第１７条第１号から第３号までに該当する場合 既納の使用料の全額 

(2) 天災その他不可抗力による事由により使用できなくなった場合 既納の使用料の全

額 

(3) 多目的ホール及び研修室の使用を中止しようとする使用者から次に掲げる期日まで

に使用中止届が提出された場合 

ア 使用期日前２０日まで 既納の使用料の５割に相当する額 

イ 使用期日前１０日まで 既納の使用料の３割に相当する額 

(4) 前３号に定めるもののほか、市長が特別の理由があると認める場合 市長が相当と

認める額 

２ 前項第３号の規定により使用料の還付を受けようとする者は、多目的ホール等使用料

還付申請書を市長に提出しなければならない。 

（使用料の減免） 

第１０条 条例第１８条の規定により使用料を減額し、又は免除することができる場合及

びその額は、次の各号に定めるところによる。 

(1) 国又は地方公共団体が公用又は公益のため使用する場合 免除 

(2) 市内の生徒、児童又は園児の団体が教育上の目的で使用する場合 免除 

(3) 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に規定する社会福祉事業のために使用する

場合 免除 

(4) 地域的な市民の団体が、その団体の利用に供するため使用する場合 免除 

(5) 障害者福祉の向上を促進する活動を行う団体で市長が承認する団体が、当該活動の

ために使用する場合 免除 

(6) その他市長が特別の理由があると認める場合 市長が相当と認める額 

２ 多目的ホール及び研修室の使用料を減額し、又は免除できる場合及びその額は、前項

の規定にかかわらず、次の各号に定めるところによる。 

(1) 市が使用する場合 使用料の全額 

(2) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する市内の学校、児童福祉法
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（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規定する市内の保育所又は就学前の

子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第

７７号）第２条第６項に規定する市内の認定こども園が教育上の目的で使用する場合 

使用料の全額 

(3) 使用者が市と共同で使用する場合 使用料の５割に相当する額 

(4) 前各号に定めるもののほか、市長が特別の理由があると認める場合 市長が相当と

認める額 

（駐車場における損害についての責任） 

第１１条 駐車場内における、盗難若しくは自動車相互の接触又は衝突によって生じた損

害又は災害その他不可抗力によって生じた損害については、市は賠償の責めを負わない。 

（工作物等を返還する場合の手続） 

第１２条 市長は、都市公園法第２７条第４項の規定により保管した工作物等（同条第６

項の規定により売却した代金を含む。）を、当該工作物等の所有者、占有者その他当該

工作物等について権原を有する者（以下「所有者等」という。）に返還するときは、返

還を受ける者にその氏名及び住所を証するに足りる書類を提示させる等の方法によって

その者が当該工作物等の返還を受けるべき所有者等であることを証明させ、かつ、受領

書と引換えに返還するものとする。 

２ 条例第４４条第４項の規定により保管した工作物等（同条第７項の規定により売却し

た代金を含む。）を所有者等に返還するときも前項と同様とする。 

（読替え） 

第１３条 桜山公園（市長の定める部分に限る。以下同じ。）の管理を指定管理者に行わ

せる場合において、第７条第３項中「市長」とあるのは「市長（条例第４条第１項の許

可を受けようとする場合にあっては、指定管理者）」とする。 

（指定管理者の申請） 

第１４条 条例第３３条の３第１項の規定による申請は、指定管理者指定申請書により行

わなければならない。 

２ 条例第３３条の３第１項に規定する規則で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

(1) 管理業務の計画書 

(2) 管理に係る収支計画書 

(3) 定款又は寄附行為及び登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、これらに相当

する書類） 
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(4) 当該団体の経営状況を説明する書類 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（指定管理者との協定の締結） 

第１５条 指定管理者は、次に掲げる事項について、市長と協定を締結するものとする。 

(1) 指定管理者が行う管理業務の範囲 

(2) 指定管理者が行う管理の業務の実施に関する事項 

(3) 管理に要する費用に関する事項 

(4) 事業報告に関する事項 

(5) 前各号に掲げるもののほか、桜山公園及びキャスティ２１公園の管理に関し必要な

事項 

（事業報告書） 

第１６条 条例第３３条の７の規定による事業報告書は、毎年度終了後４５日以内に次に

掲げる事項を記載して提出するものとする。 

(1) 管理業務の実施状況 

(2) 桜山公園の利用状況 

(3) 管理経費等の収支状況 

(4) 前３号に掲げるもののほか、指定管理者による管理の状況を把握するため市長が必

要と認める事項 

（技術的基準） 

第１７条 条例第３９条の規則で定める技術的基準は、都市公園法施行令（昭和３１年政

令第２９０号）第１５条から第１７条までに規定するところによる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１８年３月２７日から施行する。 

（旧規則の廃止） 

２ 姫路市都市公園条例施行規則（昭和３５年姫路市規則第１９号）は、廃止する。 

附 則（平成２１年６月２９日規則第４６号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１２条を第１６条とし、第１１条の次

に４条を加える改正規定（第１２条及び第１５条に係る部分に限る。）は、平成２２年４

月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月２８日規則第２６号） 
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この規則は、姫路市立公園条例の一部を改正する条例（平成２３年条例第２０号）の施

行の日から施行する。ただし、第６条の改正規定（多目的ホールを除く。）は、平成２３

年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２０日規則第１４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年６月２７日規則第３６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年１０月４日規則第４６号） 

この規則は、市長が告示で定める日から施行する。ただし、第１５条第５号の改正規定

は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年１２月２６日規則第６０号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の規定は、この規則の施行の日以後にされた申請に基づく使用

許可に係る使用料、占用使用料又は特別展示室使用料（以下「使用料等」という。）に

ついて適用し、同日前にされた申請に基づく使用許可に係る使用料等については、なお

従前の例による。 

附 則（平成３１年３月２７日規則第３６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３１年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の別表第２の規定は、この規則の施行の日以後にされた申請に

基づく備品の使用に係る使用料について適用し、同日前にされた申請に基づく備品の使

用に係る使用料については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年１２月２２日規則第６１号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年１２月２０日規則第９５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この規則による改正後の別表第２の規定は、この規則の施行の日以後にされた申請に

係る使用料について適用し、同日前にされた申請に係る使用料については、なお従前の

例による。 

別表第１（第３条関係） 

施設 単位 金額 

姫路城防災センター売店 １平方メートル１月につき 円 

２，８６７ 

家老屋敷跡便益施設 A棟 １号 １平方メートル１月につき ２，９７０ 

２号 ２，９１０ 

３号 ２，６７０ 

４号 ２，７９０ 

５号 ２，７３０ 

６号 ２，７９０ 

B棟 １号 ２，７４０ 

２号 ２，９９０ 

３号 ２，８３０ 

４号 ２，５５０ 

５号 １階 ２，３３０ 

２階 １，３９０ 

C棟 １号 １階 ３，０５０ 

２階 １，８３０ 

２号 ３，０２０ 

３号 ２，８３０ 

４号 ３，０２０ 

D棟 １号 ２，９７０ 

２号 ２，８８０ 

３号 ２，９１０ 

４号 ２，９１０ 

５号 ２，７６０ 

レストハウス １平方メートル１月につき １，８９４ 
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別表第２（第５条関係） 

品名 単位 使用料（１回） 

    円 

音響機器 一式 １，２００ 

映写機器 一式 １，２００ 

 


